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分担研究報告書 

 

第 1章．横浜市におけるソーシャルキャピタルを活用した地域保健事業の 

優良事例に関数する研究 

～各区保健師からの情報収集（一次調査）～ 

 

研究分担者 倉岡正高 東京都健康長寿医療センター研究所 研究員 

 

【研究要旨】横浜市 18区の保健師を対象に地域のソーシャルキャピタル（以下、SC）の向

上に寄与していると考えられる地域保健事業と市民活動の優良事例について郵送調査（全

体研究における 1次調査）を実施し、208人の保健師（区平均 11.6人）から 469事例（区平

均 26.1 事例）を収集した。469 事例から 2 次調査に向けて優良事例を抽出するために各事

例を得点化した。市全体の１事例あたりの平均得点は 24.5点(SD=6.1)だった。また、担当す

る地域における事例の SC に関する 13 項目の回答から、メンバーの年齢層と地域の資源の

活用において相関関係が認められ（r=.224, p<0.001）、活動範囲の規模とメンバーの増加

（r=0.133, p<0.01）及び関わる人・団体などの増加(r=0.202, p<0.001)、またメンバーの年齢

層と外部での連携などで相関関係が認められた。一方、地域住民の健康・福祉意識の向上

や地域の SC発展・醸成への貢献などとの相関関係は認められなかった。 

 

Ａ．研究目的 

 ソーシャルキャピタル(以下、SC)はヘル

スプロモーション事業が、健康や生活にも

たらす効果を強化したり、事業自体を評価

する際に活用可能な理論基盤である。ヘル

スプロモーション事業の健康への効果や普

及・浸透の程度は、そのプログラムの質や

参加者の特性だけでなく、当該地域の SC

の特性によっても規定される(Murayama, 

Fujiwara, Kawachi, 2012)。同時に、プロ

グラムによって向上した SC は、次に新た

に展開あるいは継続されるプログラムに影

響を与える。このような相乗構造がポジテ

ィブに継続されると、プログラムの効果が

地域の中で持続性を持ち、広義の地域保健

事業と SC は互恵的な関係性を持つことが

できる。 

 しかし、SCと健康との関連についての研

究成果を地域保健事業にどのように還元・

活用できるのか、或いは SC を醸成する方

法論が明確でないため、地域保健実務者に

は事業と SC の関連が理解されにくい。そ

こで、本研究では、これらの方法論を明確

にし、具体的な SC の活用方法を提示する

ことを目的とする。 

 しかし、地域保健事業と SC の関連が自

治体の実務者に十分理解されず、SCの活用

が不十分あるいは見過ごされがちであるこ

とが指摘されてきた。SCは偶発的にではな

く、地域の風土歴史や住民の特性等により、

各地域で独自に形成されるものである。そ

のため、SCと地域保健事業（事業遂行のプ
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ロセス、達成アウトカムの両者）との関係

性は丁寧に検証されるべきである。 

 本研究は、SCを活かした地域保健事業の

優良事例を調査し、その事業や活動がいか

にして SC を活かし、活動のメンバーや参

加者、地域住民の健康づくりや福祉に寄与

しているかを解明することである。 

 

Ｂ．研究方法 

 専門家による検討委員会にて設定した

「SC を活用した地域保健事業・市民活動」

の枠組みをもとに、平成 25年 10月～11月

にかけ、神奈川県横浜市の保健師(n=376)

を対象に『地域の健康や福祉の向上を目指

した地域保健事業や市民活動における SC

の活用に関する調査』を郵送により実施し

た。 

 保健師を対象とした 1次調査（郵送調査）

を実施し、1 次調査で回答のあった事例の

中から SC を活用した多種多様な地域保健

事業の優良事例(20 事例)を抽出し、その事

業・活動団体代表者を対象にした 2 次調査

（面談調査）及び活動観察などを通して検

討委員会にて設定した枠組み・基準により

評価をした。本報告では 1 次調査について

述べる。 

 

■倫理面の配慮 

質問紙調査項目及び面接調査は、東京都

健康長寿医療センター研究所倫理委員会に

て承認された。本研究で行う質問紙調査は、

郵送式質問紙調査法で行い、調査に回答す

るかどうかは対象者の自由意思で決定して

もらい、回答に拒否した場合にいかなる不

利益も被らない旨を調査票の依頼文に明記

した。得られた個人情報はすべて秘密扱い

とし、個人情報が含まれるデータについて

は厳重に保管・管理し、全体の統計処理に

のみ使用した。以上の点について、調査対

象者にも伝え、個人情報漏出への不安を抱

かせないよう留意した。 

 

■調査の対象事例 

 調査対象となる事例としては、対象とな

る保健師が、職務として主催あるいは、側

面支援している「地域保健事業や市民活動」

のうち、SCを活かして地域の健康や福祉の

向上に役立っていると思う「地域保健事業

や市民活動」の事例について、さらに、具

体的な例として、1) 健康づくりや母子など

の各種保健活動を進める事業・活動、各種

介護予防事業、子育て教室など、2) 援助が

必要な人を支援する事業・活動、家族介護

者・認知症家族支援、難病家族支援、障害

児・者支援、高齢者見守り支援など、3) 住

民同士の関係性や支え合いを醸成する事

業・活動高齢者ふれあい活動、育児サーク

ル、世代間交流活動などを対象として、最

大 3 つの事例について質問に回答をするよ

うに求めた。 

 

■質問紙の項目 

 1次調査は、既存の SCに立脚しつつ、健

康・福祉への好影響をもたらすとともに、

更に、SCを強化・熟成するような地域保健

事業・市民活動の特徴を明らかにすること

を目的とした研究にそって実施した。 

 1 次調査では、➀事業・活動と既存の SC

との関連、2)事業・活動と強化・醸成され

た SCの関連、3)事業・活動と地域の健康・

福祉との関連、4)当該地域保健事業・市民

活動が、SCの構造においてどのような状態

にあるかの 4 点について明らかにすべく調

査票の質問項目を構成した。また、事例を
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■事例の得点化 

 本調査では、SCを活かした地域保健事業

の優良事例を調査し、その事業や活動がい

かにして SC を活かし、活動のメンバーや

参加者、地域住民の健康づくりや福祉に寄

与しているかを解明することから、特に優

良と思われる事例を抽出する作業が必要で

あった。よって、事例に関する回答内容を

基にそれぞれの事例を得点化することによ

り優良事例を選出した。 

 得点化の対象となった質問は、1 次調査

の質問から回答者の属性や事例の名称、自

由記述、事例に関係のない質問など 1 から

3及び 17、18を除いた 13項目の質問を対

象とした。質問及び回答の選択肢により、1

問あたり 1～3 点を配点し、「わからない」

または無記入は 0 点とし、無回答は欠損値

としてした。最高得点は 13項目×3点の 39

点とした。 

 表 2 のとおり、例えば、「それぞれの事

業・活動について、主な活動地域の範囲を

教えてください。以下の選択肢のうち 1 つ

に○をつけてください。」という質問に対し

て、1．だいたい町会内くらいの範囲、2．

だいたい小学校くらいの範囲、3．だいたい

中学校くらいの範囲、4．区内全域、5．わ

からない、の選択肢の中から、「3」を選択

した場合には、2点とした。 

 総得点の最大得点は 39点、構造的 SCの

最大得点は 24点、認知的 SCの最大得点は

9 点、組織レベル SC の最大得点は 18 点、

地域レベル SCの最大得点は 15点、アウト

カムの最大得点は 6点とした。 

 回答された事例は、区単位、各保健師が

担当する地域包括支援センター（多くは地

域ケアプラザ）単位、市単位、総合得点順

に集計した。 
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表２ 回答の得点表 
問 分類 質問 回答 配点 

問
４ 
構造-
組織 

それぞれの事業・活動のおおよその活動継続年数
はどの位でしょうか。以下の選択肢のうち１つに
○をつけてください。 

１．１年未満  
２．１年以上３年未満  
３．３年以上５年未満  
４．５年以上１０年未満  
５．１０年以上  
６.わからない 

回答 1～２は「１
点」、３～４は、
「２点」、５は
「３点」 
６は０点 

問
５ 
構造-
組織 

それぞれの事業・活動が行われている場所はおお
よそ何箇所ぐらいありますか。以下の選択肢のう
ち１つに○をつけてください。 

１．１箇所  
２．２～４箇所  
３．５箇所以上  
４．わからない 

１は１点 
２は 2点 
３は 3点 
４は 0点 

問
6 
構造-
組織 

それぞれの事業・活動について、主な活動地域の
範囲を教えてください。以下の選択肢のうち１つ
に○をつけてください。 

１．だいたい町会内くらいの範囲  
２．だいたい小学校くらいの範囲  
３．だいたい中学校くらいの範囲  
４．区内全域  
５．わからない 

１は 1点 
２は１点 
３は２点 
４は 3点 
５は０点 

問
7 
構造-
組織 

それぞれの事業・活動のメンバーはどのような年
齢層で構成されていますか。該当する年齢層全て
に○を記入してください。 

１．中学生以下の子ども  
２．高校生・大学生など  
３．２0代から３０代  
４．４０代から６０代  
５．７０代以上  
６．わからない 

○の数が1個は1
点、２個は 2点、
３から５個は 3
点、0個とわから
ないは 0点 

問
8 
構造-
組織 

この２～３年で、それぞれの事業・活動の実施や
運営を行う人の数は増えていると思いますか。以
下の選択肢のうち１つに○をつけてください。た
だし、発足２年未満の場合は、発足から現在にか
けての間でお答えください。 

１．増えていると思う  
２．変わらないと思う  
３．減っていると思う  
４．わからない 

１は１点 
２は 2点 
３は 3点 
４は 0点 

問
9 
認知-
組織 

それぞれの事業・活動の実施や運営を行う人は、
その活動以外でもつながっていると思いますか。
以下の選択肢のうち１つに○をつけてください。 

１．多くのメンバーがつながっていると思う  
２．半分位のメンバーがつながっていると思う 
３．少数のメンバーがつながっていると思う  
４．つながっていないと思う  
５．わからない 

１は１点 
２は 2点 
３は 3点 
４は 0点 
５は 0点 

問
10 
構造-
地域 

それぞれの事業・活動は次のような地域資源（地
域住民や商店街、住民ボランティア等）を活用し
ていますか。関わっている人・団体全てに○をつ
けてください。 

１．一般住民や住民ボランティア ２．自治
会・町内会・連合自治会等 ３．民生委員児童
委員協議会 ４．学校・幼稚園・保育園など 
５．地元商店街・地元企業 ６．福祉サービス
の事業者や施設・医療機関 ７．自治体 ８．
特になし ９．その他 １０．わからない 

○の数が 2個以
下は１、３～４
は２、5以上は
３、８と１０は 0
点。 

問
11 
構造-
地域 

この２～３年で、それぞれの事業・活動に関わっ
ている人・団体の数は増えていると思いますか。
以下の選択肢のうち１つに○をつけてください。
ただし、発足２年未満の場合は、発足から現在に
かけての間でお答えください。 

１．増えていると思う  
２．変わらないと思う  
３．減っていると思う  
４．わからない 

１は１点 
２は 2点 
３は 3点 
４は 0点 

問
12 
構造-
組織 

この２～３年で、それぞれの事業・活動への参加
者の数は増えていると思いますか。以下の選択肢
のうち１つに○をつけてください。ただし、発足
２年未満の場合は、発足から現在にかけての間で
お答えください。 

１．増えていると思う  
２．変わらないと思う  
３．減っていると思う  
４．わからない 

１は１点 
２は 2点 
３は 3点 
４は 0点 

問
13 
認知-
地域 

この２～３年で、参加者以外の地域住民から、そ
れぞれの事業・活動は良い事業・活動だと認知さ
れてきたと思いますか。以下の選択肢のうち１つ
に○をつけてください。ただし、発足２年未満の
場合は、発足から現在にかけての間でお答えくだ
さい。 

１．そう思う  
２．どちらかというとそう思う  
３．どちらかというとそう思わない  
４．そう思わない  
５．わからない 

１は１点 
２は 2点 
３は 3点 
４は 0点 
５は 0点 

問
14 
認知-
地域 

この２～３年で、それぞれの事業・活動によって、
地域住民（参加者やそうでない人も含めた地域の
住民）同士の信頼や「お互いさま意識」は増した
と思いますか。以下の選択肢のうち１つに○をつ
けてください。ただし、発足２年未満の場合は、
発足から現在にかけての間でお答えください。 

１．そう思う  
２．どちらかというとそう思う  
３．どちらかというとそう思わない  
４．そう思わない  
５．わからない 

１は１点 
２は 2点 
３は 3点 
４は 0点 
５は 0点 

問
15 
アウト
カム 

それぞれの事業・活動によって、地域住民（参加
者やそうでない人も含めた地域の住民）の健康や
福祉に対する意識は高まったと思いますか。以下
の選択肢のうち１つに○をつけてください。 

１．そう思う  
２．どちらかというとそう思う  
３．どちらかというとそう思わない  
４．そう思わない  
５．わからない 

１は１点 
２は 2点 
３は 3点 
４は 0点 
５は 0点 

問
16 
アウト
カム 

それぞれの事業・活動は、その地域のソーシャル
キャピタルの発展に貢献していると思いますか。 

１．そう思う  
２．どちらかというとそう思う  
３．どちらかというとそう思わない  
４．そう思わない  
５．わからない 

１は１点 
２は 2点 
３は 3点 
４は 0点 
５は 0点 



- 23 - 

Ｃ．研究結果 

 

１）質問紙回答数 

横浜市 18 区 376 人の保健師を対象とし

た１次調査は、担当する地域における SC

を活かした地域保健事業や市民活動につい

て最大 3 つの優良事例についての回答を求

めた。市全体で 208 人の保健師から、469

の事例についての回答がえられた（表３）。 

区毎の最大回答者数は 19人、最小回答者

数は 5人。最大回答割合は、83％、最小回

答割合は、20％であり、平均回答者数は 11.6

人である。 

 

表３ 各区回答数及び事例数 

 回答数 対象者 回収率 事例数 

A区 19 26 73% 48 

B区 15 25 60% 38 
C区 8 14 57% 12 

D区 8 19 42% 16 

E区 15 20 75% 40 

F区 12 21 57% 24 
G区 14 20 70% 28 

H区 13 25 52% 34 

I区 12 19 63% 20 
J区 12 22 55% 33 

K区 15 30 50% 40 

L区 7 17 41% 14 
M区 5 25 20% 11 

N区 11 21 52% 23 

O区 19 23 83% 47 
P区 11 17 65% 20 

Q区 5 17 29% 11 

R区 7 15 47% 10 
合計 208 376  469 

平均 11.56   26.06 

 

区毎の最大事例回答数は 48事例、最小事

例回等数は 10 事例であった。18 区の平均

事例数は 26.06件である。 

 

 表４で示すとおり、保健師の各事例に関

わった年数は、15件の無回答を除き 1年未

満は 41.4％、1 年から 3 年未満は 40.7％、

3年から 5年未満は 15.4％である。全体と

しては、97.5％が 5 年未満の関与であるこ

とが示された。 

 

表４ 保健師の事例との関係年数割合 

度数 ％ 
1 年未満 188 41.4 

1 年～3年未満 185 40.7 

3 年～5年未満 70 15.4 

5 年～10 年未満 10 2.2 

10 年以上 1 0.2 

合計 454 100.0 

 

２）得点の結果 

各事例は前述の得点方法にのっとり得点

化をした。結果は表５のとおりである。 

 

表５ 事例の得点結果（全体の平均） 

平均値 標準偏差 

総得点 24.51 6.145 

構造的 SC 総得点 14.49 3.831 

認知的 SC 総得点 5.87 2.217 

組織レベル SC 総得点 10.91 2.707 

地域レベル SC 総得点 9.46 3.305 

アウトカム総得点 4.10 1.434 

 

 総得点の最大得点は 39点、構造的 SCの

最大得点は 24点、認知的 SCの最大得点は

9 点、組織レベル SC の最大得点は 18 点、

地域レベル SCの最大得点は 15点、アウト

カムの最大得点は 6点とした。 

得点の結果は、あくまでも優良事例を抽

出する目的のため、上位 100位を総合得点

順に集計した。また、事例の総合得点の他、

質問内容にそって構造的 SC、認知的 SC、

組織レベル、地域レベル、アウトカムに分

類した。これらの集計を参考に、上位 100
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位から優良事例10事例を2次調査に向けて

抽出した（次章参照）。区毎の平均点及び最

小、最大得点は表６のとおりである。 

 

表６ 区毎得点結果 

区 事例数 平均得点 最少 最大 

A区 48 23.83 9.0 35.0 

B区 38 24.47 17.0 37.0 

C区 12 25.00 14.0 33.0 

D区 16 26.00 18.0 35.0 

E区 40 25.40 11.0 37.0 

F区 24 23.08 12.0 33.0 

G区 28 26.75 18.0 35.0 

H区 34 21.65 8.0 32.0 

I区 20 27.00 19.0 35.0 

J区 33 20.58 2.0 34.0 

K区 40 24.75 9.0 34.0 

L区 14 27.36 13.0 36.0 

M区 11 29.36 22.0 34.0 

N区 23 21.96 3.0 31.0 

O区 47 24.77 12.0 34.0 

P区 20 22.75 13.0 35.0 

Q区 11 21.09 15.0 33.0 

R区 10 21.90 12.0 29.0 

 

３）各質問間の相関について 

 調査項目間の相関については、本調査の

研究の枠組みのとおり、➀事業・活動と既

存の SC との関連、2)事業・活動と強化・

醸成された SC の関連、3)事業・活動と地

域の健康・福祉との関連について、それぞ

れ各調査項目間の相関係数(Spearmanの順

位相関係数)を算出した。 

➀事業活動と既存の SCとの関連 

 事業活動と既存の SC との関連について

は、問 4～問 7の回答と問 10の地域資源の

活用での関連性を検証した（表７）。「メン

バーの年齢層（複数回答）」と「地域資源の

活用（複数回答）」について相関が認められ

た。相関係数は 0.224(p < 0.001)であり、変

数間に統計学的に有意な正の相関関係のあ

ることが確認された。 

 

表７ 事業活動と既存の SC間の相関係数 
 

問 10_地域資源の活用 

問 4_活動継続年数 -.002 

問 5_活動箇所 .061 

問 6_活動範囲 .000 

問 7_メンバーの年齢層 .224** 

**. P<.001  

 

2)事業・活動と強化・醸成された SC 

 事業・活動と強化・醸成された SC の関

連については、構造的 SC として定義分類

された問 4から問 7の回答と、問 8の「メ

ンバーの増加」、問 9の「メンバーの外部連

携」、問 11の「関わる人・団体の増加」、問

12の「参加者の増加」、問 13の「地域住民

からの信頼」、問 14 の「地域住民同士の信

頼・互酬性」との間で相関係数を算出した

（表８）。 

 事例の活動継続年数の長さと、「メンバー

の増加」、「関わる人・団体の増加」、「参加

者の増加」との間で負の相関が認められた。

それぞれ「活動継続年数」と「メンバーの

増加」の間では、-0.207(p<0.001)、「関わる

人・団体の増加」では-0.155(p<0.01)、「参

加者の増加」では-0.134(p<0.01)という結果

であった。一方、「地域住民からの信頼」に

ついては正の相関が認められた（r=0.182, 



- 25 - 

p<0.01）。 

 活動箇所の多さは、その活動に関わる

人・団体の増加との間で、弱いが有意な正

の相関があることも認められた。 

 

活動範囲の広さは、「メンバーの増加」、「関

わる人・団体の増加」、「参加者の増加」と

の間に正の相関がみられた。 

また、メンバーの年齢層の多様さと、メン

バーの外部連携との間でも弱いが有意な正

の相関が示された。 

 

 

 

 

表８ 事業・活動と強化・醸成された SC の相関係数 

 
問 08_メンバ
ーの増加 

問 09_メンバ
ーの外部連携 

問 11_関わる
人・団体の増加 

問 12_参加
者の増加 

問 13_地域住
民からの信頼 

問 14_地域住
民同士の信
頼・互酬性 

問 04_活動継続年
数 

-.207** .092 -.155** -.134* .182** .082 

問 05_活動箇所 .069 .022 .102* -.008 .078 .001 

問 06_活動範囲 .133** -.048 .125* .202** .052 -.057 

問 07_メンバーの
年齢層 

.004 .103* -.022 .068 -.058 -.016 

**ｐ＜0.001 
*ｐ＜0.01 

 

 

 

 

3)事業・活動と地域の健康・福祉との関連 

 事業・活動と地域の健康・福祉との関連

については、問 4 から問 7 の回答と問 15

の「地域住民の健康・福祉意識の向上」、及

び問 16の「地域の SC発展・醸成への貢献」

との相関をそれぞれ検証した。問 15 と 16

は地域保健事業や活動の地域におけるアウ

トカムとして定義分類されたものである。

いずれの変数間においても有意な相関は認

められなかった。 

 

 

 

 

表９ 事業・活動と地域の健康・福祉との

関連における相関 

 

問 15_地域住民
の健康・福祉意
識の向上 

問 16_地域の
SC 発展・醸成
への貢献 

問 04_活動継続
年数 

-.091 .038 

問 05_活動箇所 .031 .054 

問 06_活動範囲 -.070 .089 

問 07_メンバー
の年齢層 

.002 -.070 
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Ｄ．考察 

 

 横浜市 18区から回収された調査票は、区

の回収数に差があったが、全体で 469の事

例が回収された意義は大きい。高齢者の支

援、子育て支援、障害者支援、健康づくり、

防災等かなり広範囲にわたる事例が挙げら

れたことから、SCを活用した事例が多岐に

わたり保健師によって認識されていること

が示唆された。 

 本調査では回答のあった事例の中から優

良事例の得点化を試みたが、第三者である

保健師による事例の評価という点において、 

その手法については、客観性と信頼性につ

いて十分な検証がされたものではない。し

かし、本研究事業の最終的な目標でもある

SC を活かした地域保健事業か活動を進め

るためのマニュアルの作成という観点では、

1 次調査で実施した質問項目は保健師が第

三者として地域の保健事業や活動を一時的

にまた経年的に評価する一つのチェックリ

ストとして機能する可能性があると考える。

事業や活動を、組織内の現状及び地域との

関連における現状、構造的または認知的な

SCで評価すること、さらに SCをどのよう

に活用し、醸成しているかを合わせて多角

的に評価することにより、対象事例がその

時点でどのような状況にあるかを客観的に

判断する指標になるだけでなく、どの部分

に対して支援が必要かを提示できるではな

いかと考える。 

 事例の調査項目間の相関については、第

一に、事例全体として、メンバーの年齢層

が多様であるほど様々な地域資源を活用し

ていることなどが示された。子どもや、子

育て世代や、高齢者世代など様々な世代の

メンバーが事業や活動に参加していること

がより多くの地域資源を活用しているとい

うことは、それぞれの世代が持っているネ

ットワークが活動上活かされていることが

示唆されている。世代間の交流の効果とし

ては様々なものがあるが、こうした地域の

活動を広げる上で活動の内容と同時に、参

加しているメンバーがより多様であること

が地域活動の効果的な推進に有効であると

言えるかもしれない。 

 第二に、活動の継続年数が長いほど、メ

ンバーの増加や関わる人や団体の増加とマ

イナスの関係にあることが示されたが、こ

れは活動が長い事業は、メンバーの高齢化

や新規の会員不足など地域活動においてし

ばしば指摘されている課題と同様の傾向で

ある。一方、活動継続年数が長いほど、地

域住民からの信頼が高いという結果は、第

三者の評価ではあるが、その活動が、地域

住民の信頼のもとに継続されている、また

は継続的な活動が地域住民に信頼をもたら

していると保健師が評価していることが考

えられる。いわゆる良い活動ではあるが、

組織の実情としてはメンバーの減少や連携

不足が課題となっている状況への対策とし

て前述の多世代を巻き込んだ活動の推進は

一つの鍵となるのではないかと言える。地

域保健事業や活動は、立ち上げにおいてあ

る特定の世代を対象にしたものが多いが、

その活動を継続的に進めるためには、導入

の段階から中心的な対象者となる例えば高

齢者のための事業であっても、若い世代を

巻き込んだ事業をデザインすることにより、

地域資源の活用やメンバーを増やしたり、

関係者を増やすことにつなげていくことが

必要ではないだろうか。 

活動範囲やメンバーの多様性がメンバー

や関わる人・団体の増加と関連が見られた。
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事業や活動を支える基本的な要素（場所、

人）が SC におけるネットワークの広がり

などに影響していることが伺われる。 

一方、活動継続年数が長くなるほど、活

動に対する地域住民の信頼が高くなってい

るという相関は、横浜市においては有意な

関係にあったが、滋賀県での調査では逆の

相関が示されているなど、地域差やどのよ

うな世代の組み合わせがより有効な活動に

つながるのかなどさらなる検証が必要であ

る。 

 課題として、本調査では、認知的 SC と

して定義付けられた質問項目で「わからな

い」や無回答が多い傾向があり、事例が地

域においてどのように認知されているか、

信頼やお互い様意識、健康や福祉に対する

意識や地域の SC への影響に関する質問に

回答することが難しかったことが伺える。

第三者である保健師による事例の評価に関

しては、今後判断基準となる指標の確立が、

特に認知的 SC に関しては必要とされる。

また、このような事例評価方法は研修や日

常業務の一環と合わせて行うことで、より

客観的な事例評価が可能になると考えられ

る。 

 

Ｅ．結論 

1次調査で上位に位置づけられた優良事

例は、相対的に構造的SCの得点が高いとい

う特徴が認められた。この特徴は、面談調

査でも確認され、優良事例では組織体制や

役割、責任などが明確であった。以上のこ

とからも、構造的SCは、活動の強化や維持

において重要であることが指摘できる。一

方、認知的SCは、第三者による評価が難し

く、実務者がより客観的に活動を評価でき

る基準と方法を検証する必要がある。これ

らを踏まえた上で、実務者による活動の強

化や支援方法を提示することが求められる。 

また、活動の範囲やメンバーの多様性が、

地域保健事業や活動、組織に影響を与える

要因になっていることが示されたことから

も、地域で活動を企画、運営する上で、組

織の支援すべき点や強化すべき点のヒント

が示唆されたと言える。当然ながら、地域

性、キーマンの存在、財源等、様々な環境

要因が地域の活動に影響を与えることは言

うまでもない。しかし、既存のSCを活用し、

さらには地域のSCを醸成するような活動

を進めるには、より高い継続性と波及性を

考慮したアセスメントや支援方法の構築が

必要である。本調査の結果からこのような

点も踏まえて今後のマニュアル開発を進め

る必要性が明らかとなった。 
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